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北九州市環境局 
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報道機関各位 

 

【日本初！】エコタウンでグリーン LPガスの開発がスタート！！ 
 

北九州エコタウンの「実証研究エリア」では、企業、大学、行政の連携により、最先端

の廃棄物処理技術をはじめ、資源リサイクル、新エネルギーなど幅広い環境関連技術を実

証的に研究する施設の集積をめざし、環境研究用として土地の貸付を行っています。 

 この度、令和５年６月より日本の LP ガス製造・元売り会社の団体である「日本 LP ガ

ス協会」が設立した一般社団法人日本グリーン LP ガス推進協議会と実証研究エリアの土

地の賃貸借契約を締結し、北九州市立大学の藤元薫特任教授が長年にわたり開発してきた

CO2と H2からグリーン LP ガスを合成する技術の実証研究が実施される運びとなりまし

た。これは、カーボンニュートラルな社会を実現するための重要な技術開発であり、本市

の目指す脱炭素社会構築の取り組みのひとつとして推進を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所在地】実証研究エリア：北九州市若松区向洋町１０番地内（約 480ｍ２） 

【添付資料】 日本 LP ガス協会の概要について 

 
【問合せ先】 

実証研究エリアについて 

環境イノベーション支援課 

電話：０９３-５８２-２６３０ 担当：正野、濵邉 

実証研究内容について 

 北九州市立大学企画管理課企画・研究支援係 

電話：０９３-６９５-３３１１ 担当：池田、田中 

北九州経済・金融記者クラブ同時発表 

【今後の概要スケジュール】 





 

令和５年６月２１日 
                         日本ＬＰガス協会 

 
 

北九州エコタウンで大型試験装置での 

グリーン LP ガスの実証研究がスタート！ 
 

日本 LP ガス協会常任理事会社５社で構成する一般社団法人日本グリーン LP ガス推進

協議会（代表理事：江澤和彦（ENEOS グローブ株式会社 代表取締役社長 社長執行役員）、

事務局：日本 LP ガス協会）は今般、北九州市との間で同市若松区にある北九州エコタウ

ンの土地の賃貸借契約を締結しました。 
 
最先端の廃棄物処理技術をはじめ、資源リサイクル、新エネルギーなど幅広い環境関連

技術を実証的に研究する施設が集積する同エコタウン内の「実証研究エリア」において、

日本グリーン LP ガス推進協議会は、日量５kg から１０kg の大型試験装置の据え付けを

今年度内に完了させた後、来春よりグリーン LP ガス製造の実証研究を本格化させる予定

です。 
 
日本グリーン LP ガス推進協議会では、今回の北九州エコタウンでの実証化によって、

同協議会が北九州市立大学の藤元薫特任教授（東京大学名誉教授・HiBD 研究所所長）と

連携して進めているグリーン LP ガスの製造技術開発を一段と加速化し、カーボンニュー

トラル社会の実現に向けた取り組みを推進して行く考えです。 

 
 

 

 

 

 

【北九州エコタウン周辺図および実験棟・研究棟完成図】 

報道各位 

お問い合わせ先 

 日本 LP ガス協会 担当： 上平 （o-uehira@j-lpgas.gr.jp） 

                   三木 （h-miki@j-lpgas.gr.jp） 

                       三木田 (y-mikita@j-lpgas.gr.jp) 

TEL：03-3503-5741/FAX：03-3580-7776 

北九州市立大学 

ひびきのキャンパス 

北九州エコタウン 



２０２３年６月２1日

CN実現に向けた日本LPガス協会の
昨今の取り組み状況等について

グリーンな未来と暮らしを支えるLPガス
～地球との共生を目指して

一般紙・業界紙等合同記者懇談会



http://www.j-lpgas.gr.jp/60th_anniversary/

日本ＬＰガス協会は
２０２３年６月１４日をもちまして、
６０周年を迎えました。



日本国内でLPガスの輸入・生産を行っている企業（元売事業者）会員

江澤 和彦（ENEOSグローブ株式会社 代表取締役社長 社長執行役員）会長

10社会員数

1963年（昭和38年）創立

②会員企業 ③エネルギー関係団体の概要

日本LPガス協会

◎LPガス生産輸入元売り事業者
全国LPガス協会

◎LPガス卸売、小売、LPガススタンド事業者
日本エルピーガスプラント協会

日本エルピーガス供給機器工業会

日本ガス石油機器工業会

※太文字は常任理事会社

◎高圧ガス設備の機器製造及び検査事業者

◎LPガス供給機器の製造事業者

◎ガス及び石油消費機器の製造事業者

①組織概要

日本LPガス協会の概要

□アストモスエネルギー株式会社
□ENEOSグローブ株式会社
□ジクシス株式会社
□株式会社ジャパンガスエナジー
□岩谷産業株式会社
□伊藤忠商事株式会社
□キグナス液化ガス株式会社
□全国農業協同組合連合会
□太陽石油株式会社
□東京ガス株式会社 計10社（順不同）
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• 化石燃料としての環境特性(ほぼ都市ガス並みのＣＯ₂排出)
• ＮＯｘ等の排出が少ない

LPガスの有用性

• 設置や復旧が容易な分散型エネルギー
• ＬＰガスは劣化しない(長期保存可能)
• 災害時における『最後の砦』との位置づけ
• 地方自治体との防災協定９７％締結

• 国土のほぼ１００％をカバー(島嶼部、山間部)

• 供給地域の多様化(中東からの輸入比率は１割程度)
• 備蓄体制の完備(国備・民備合計９０日以上)＋軒下在庫
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１．クリーンなエネルギー

４．供給安定性

２．災害への強さ

３．供給網の広さ



アンモニア

（NH３）
プロパン
（Ｃ３Ｈ８）

メタン
（ＣＨ４）

水素
（Ｈ２）

17.0
(4,065)

99.1
(23,677)

39.8
(9,496)

12.８
（3,050)

高位発熱量 (MJ/N㎥）

下段（Kcal/N㎥）

▲33▲42▲162▲259大気圧での沸点（℃）

0.591.520.560.07ガス比重 （空気＝１）

00.060.050CO2排出係数
（kg-CO2/MJ）

あり
（燃焼時はNoｘ発生）

無無無毒性

△◎◎×既存インフラの活用

天然ガス（メタン）とほぼ同様の環境特性を持つLPガスは、水素に比して、
容積当たりの発熱量が8倍近く高いことに加え、可搬性に優れるなどの利点を
有する。

クリーンなエネルギーであるLPガスの水素等との物性値比較 5



完全復旧までに要した日数等
発生日

電気・都市ガスＬＰガス

電力（100日）
都市ガス（54日）

41日2011年3月東日本大震災

都市ガス（15日）11日2016年4月熊本地震

都市ガス（7日）

供給途絶なし

2018年6月大阪北部地震

北海道全域に及ぶブラック
アウトが発生

2018年9月北海道 胆振東部地震

千葉県では鉄塔の倒壊等に
より、電気で19日を要した。

2019年9月台風15号

大雨による水害等の多発化・激甚化に伴うLPガス容器流出への防⽌対応措置として、高リスク容器置場での
外壁構造の強化や（日団協技術基準改定／2018年）、洪水浸水想定区域の消費先に設置している容器の
ベルト・鉄鎖等での二重掛け等の義務化（液石法施⾏規則改正／令和3年6月）を実施済み。

近年では世界的な規模で自然災害が頻発化・激甚化するなかで、
ＬＰガスは地震を始めとする自然災害に強く、政府によるエネルギー基本計画においても、
「災害時における“最後の砦”のエネルギー」と位置づけられている。

LPガスは地震を始めとする自然災害に強い 6
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出典︓⽂部科学省

体育館

15.3％

設置率設置済み体育館数

15.3％5,42235,437

普通教室
95.7％

体育館へのLPガス仕様は約200校

■ＬＰガスは劣化しないため、長期保管が可能

■分散型エネルギーであるため、災害対応力が高い

■各自治体への供給体制が盤石

FY2023FY2022FY2021

49.040.433.6

2015年からの累計バルク設置数︓ 約400件

空調設備設置率 LPガス特有のメリット

政府によるバルク導入補助金 (単位:億円)

33.3
(自衛的備蓄予算)

15.7
(タンク導入予算)

【体育館 詳細】

全国公立小中学校等の体育館の空調化率は15.3％（増加中）
災害時には避難所ともなる体育館への空調設備設置が課題

避難所へのGHP（ガスヒートポンプ）設置を始めとするレジリエンス強化 7



防災・減災を巡る地方自治体との連携

自治体との防災協定の締結状況

都道府県 自治体計 総締結数 締結率 都道府県 自治体計 総締結数 締結率 都道府県 自治体計 総締結数 締結率

北海道 180 180 100% ⼭梨県 28 28 100% 島根県 20 20 100%
⻘森県 41 41 100% 静岡県 36 36 100% 広島県 24 24 100%
秋田県 26 26 100% 愛知県 55 53 96% ⼭口県 20 20 100%
岩手県 34 34 100% 三重県 30 30 100% 徳島県 25 25 100%
⼭形県 36 36 100% 岐阜県 43 43 100% 香川県 18 18 100%
宮城県 36 36 100% 富⼭県 16 16 100% 高知県 35 35 100%
福島県 60 37 62% 石川県 20 20 100% 愛媛県 21 18 86%
栃木県 26 26 100% 福井県 18 18 100% 福岡県 61 61 100%
茨城県 45 43 96% 滋賀県 20 20 100% 佐賀県 21 21 100%
千葉県 55 55 100% 京都府 27 27 100% ⻑崎県 22 22 100%
埼玉県 64 64 100% 奈良県 40 21 53% 大分県 19 19 100%
群馬県 36 36 100% 和歌⼭県 31 31 100% 熊本県 46 46 100%
東京都 63 63 100% 大阪府 44 37 84% 宮崎県 27 27 100%
神奈川県 34 34 100% 兵庫県 41 41 100% ⿅児島県 44 44 100%
新潟県 31 31 100% 鳥取県 20 20 100% 沖縄県 42 42 100%
⻑野県 78 78 100% 岡⼭県 28 28 100% 合計 1,788 1,732 97%

出典：全国LPガス協会

令和4年3月31日現在
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電源⾞を基地の受電設備に接続 搭載された発電機から電⼒供給

備考備蓄量区分

輸入量の50日分1,394 千トン国家備蓄

輸入量の53日分1,504 千トン⺠間備蓄

輸入量の103日分2,898 千トン合計

対象法律：
「石油の備蓄の確保等に関する法律」

(2023年3月末時点)

特定の基地では、系統電源の喪失時にも電源車からの給電により復旧が可能

国家・民間のそれぞれが常時備蓄を保有

福島国家備蓄基地及び⺠間隣接基地

国内物流においては、供給を絶やさぬ体制を構築

有事には地域内で連携、被災地域へＬＰガスを供給供給連携計画 の策定：地域間連携

通行制限された道路をタンクローリー等で横断するための事前整備指定公共機関 の取得：交通路確保

有事に供給不安が生じた際は、日本ＬＰガス協会会員間で相互支援相互支援協定 の締結：元売間支援

訓練風景

⻘森
新潟

千葉

川崎
四日市

福島

七尾

電源⾞配備
電源⾞受電設備

配置図

備蓄体制

電源車の配備

有事の連携体制

備蓄体制の整備を始めとするサプライチェーンの維持・強化 9

* 法定備蓄 1,133 千トン(40日分)*
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2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

7,382 7,259 7,160 7,353 7,168 

2,686 2,749 2,563 2,523 2,592 

636 567 382 369 367 
1,360 1,344 1,209 1,601 2,218 

1,993 2,133 
1,630 1,440 1,560 

145 81 
0 0 

0 

化学原料⽤
都市ガス⽤
自動⾞⽤
産業⽤

家庭業務⽤

電⼒⽤

出典︓日本LPガス協会
（需給月報）

全体需要量 単位︓千トン （ ）は対前年度⽐

13,905
(+4.7％)
11,107
(+3.9%)

14,202
(▲4.1％)
11,145
(▲3.2%)

14,133
(▲0.5％)
10,762
(▲3.4%)

12,944
(▲8.4％)
10,286
(▲4.4%)

13,286
(+2.6%)
10,685
(+3.9%)

LPG合計

内プロパン

２０２2年度は都市ガス増熱用や化学原料需要等に支えられ＋4.7％の増加

LPガスの国内需要について 11



7,259 

2,749 

567 

1,344 

2,133 

7,160 

2,563 

382 

1,209 
1,630 

7,168 

2,592 

367 

2,218 

1,560 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

家庭業務用 産業用 自動⾞用 都市ガス用 化学原料用
2019 2020    2022 2019 2020    2022 2019 2020  2022 2019 2020    2022 2019 2020    2022

出典︓日本LPガス協会 「需給月報」

部門別販売量の推移（20１９／2022年度の対比） 12

変動率
FY2020→2022FY2019→2022

+7.4 %▲1.6 %■ 5部門 合計
+0.1 %▲1.3 %■ 家庭業務⽤
+1.1 %▲5.7 %■ 産業⽤
▲3.9 %▲35.3 %■ 自動⾞⽤
+83.5 %+65.0 %■ 都市ガス⽤
▲4.3 %▲26.9 %■ 化学原料⽤

14,133

12,944

13,905
(千トン)

5部門 合計

化学原料用と自動車用を除き、２０２０年度対比では需要は回復が見られたが、

コロナ禍以前（2019年度）の需要レベル（1,410万トン）には至らず。



2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

6.0% 6.2% 2.0% 1.8% 1.6%

10.1% 9.0%
6.9% 2.8% 2.7% 0.9%

9.3%
3.4%

2.4% 5.6% 5.0%
2.8%

13.7%

4.9%
2.5% 2.2% 2.1%

2.0%

55.7%
69.6%

73.6%
67.1% 67.0% 66.2%

4.6%
10.1% 12.5% 15.1%

3.1% 4.4% 6.1% 8.7% 8.5% 10.5%
2.1% 2.6% 1.9% 1.7% 2.2% 0.9%

(千トン)

出典︓日本LPガス協会

サウジアラビア

UAE

クウェート

カタール

米国

豪州

カナダ

10,896 10,302  10,16010,74410,64010,522Total

その他

シェール増産とパナマ拡張（2016年）に伴う米国からの輸入に加え、
豪州並びにカナダ（西海岸）からの輸入も昨年度は２５％を占めるに至る。

ロシアからの輸入はゼロ

日本の調達先別LPガス輸入量の推移 13



Ⅰ. 通峡料の値上げ

Ⅱ. 沖待ち（滞船）日数の増加

Ⅲ. 予約ルール上の課題

2022年

515千$

2025年

974千$

〜2020年

365日前

〜2023年2月
14日前 （Period ２)

【参考】 変更なし (Period 1)

80日前 (Period 1.a)

我が国では米国からのLPガス輸入が6割以上の高い割合を占めるなか、パナマ運河通峡料の相

次ぐ値上げや慢性的な渋滞、更には予約ルール改定後もコンテナ船等に対して依然として優位な

通航権が付与されるなど、LPガスの海上輸送面における競争力低下に繋がる課題が残る。

【海上運賃への影響】

※1 CY2022 ⽶国輸入量︓678万トン
※2 為替レート:140/$

(※1)

(※2)

米国からのLPガス輸入量
(VLGC 154隻/年 相当) 

459千$/隻 ＝ 71百万 $/年

≒ 100億 円/年

米国
(パナマ経由)米国

(喜望峰経由)

中東
20日

45日 46日32+14＝

+ 459千$/隻
(往復ベース)

【米国(メキシコ湾)から日本への航海日数】

客船・コンテナ船

LNG船

2023年3月〜

30日前 (Period 1.a)

客船は730日前から予約可（特別枠） コンテナ船は変更なし

30日前 (Period 1.a)

本年3⽉以降はLNG船と同じPeriod 
1.aに変更されたが、LNG船との重複
時は、LNG船に優先権が付与される

過去２年平均
(14.2日）

日

パナマ運河通峡に係わる昨今の状況と課題について 14
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6月CPは AL比 71％

($/T)
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サウジアラビアCP

アラビアンライト(プロパン熱量等価換算)
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AL=100 とした指数で表示

サウジアラビアCP

2020年度
平均:124%

2021年度
平均:112%

2022年度
平均:86%

2022年度のAL等価はウクライナ情勢を巡る原油価格の高騰の一方、LPガス需給は

比較的安定的に推移したことを受け、3年ぶりに等価割れとなる86%まで低下。

アラビアンライト(AL)原油とCPの価格推移 15
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基礎・先導研究

2021〜22年 2023年 2030年 2040年 2050年

実用化に向けた
研究

社会実装
（大規模生産化）

触媒開発を始めとする実験室レベルでの
製造技術開発

実証プラント建設
(100kg/日)

商用化プラント稼働（社会実装化）
(10t〜100t/日)

CO2削減
LP

ガ
ス

供
給

量

【供給量とグリーンLPガス普及イメージ】

2024年 2025年

・ ⽕⼒発電所等からのCO2回収
・ 下水汚泥等からのCO2回収
・ グリーン電⼒等の利⽤による水素供給

社会実証に向けた
研究の本格化

ベンチプラント

大型試験装置による
実証研究 (5〜10kg/日)

政府からの支援 (GX経済移⾏債)】

CN社会の実現

トランジション対応（省エネ化、CNLPG促進、流通合理化 等）

北九州市エコタウンでの実証化（推進協）

グリーンLPガスの社会実装に向けたロードマップ（イメージ図）17



プロジェクト概要開発者

逆シフトコンバーターでCO2をCOに変換し、水分をイ
ンタークーラーで除去し、ハイブリッド触媒による第一
反応器でCO2、CO、H2からDME合成後、水分除
去し、第二反応器のLPガス触媒でプロパン・ブタンに
変換、LPガス収率はCO2ガスモル基準で85%を目
標

北九州
市⽴大学
（グリーン
推進協）

中間体DMEから省水素、高効率にLPガスを合成す
る技術開発。DMEからオレフィンを合成する脱水縮
合反応と、オレフィンからパラフィンを合成する水素化
反応を結合し一つの反応塔でLPガス合成するのが
目標。LPガス収率は70%を目標

産総研／NECC
／グリーン推進

協
（NEDO事業）

大崎クールジェンのIGCC由来のCO2を利⽤し、
FT合成によって石油連産品とLPガスを合成する。安
価で耐久性があり、効率の高い触媒開発と製造工
程の確⽴が課題。触媒は富⼭大学と日本製鉄が
開発と改良を担当する

ENEOSグローブ
（NEDO事業）

化石燃料によらない家畜糞尿等から、北海道大学、
静岡大学が開発するラムネ触媒でLPガスを合成する。
LPガス収率は50％を目標とする

古河電工
（GI基⾦）

未利⽤の稲わらをメタン発酵、⾰新的触媒技術によ
りLPガスを含むバイオ燃料を製造する。グリーンLPガ
ス合成技術は早稲田大学等の保有技術を⽤いた
直接合成を目指す

クボタ
（環境省事業）

高知県に賦存する木質バイオマス資源等からグリー
ンLPガスの地産地消モデルを確⽴するもので、⾰新
的で⽐較的安価な触媒技術の開発は早稲田大学、
京都大学が⾏う

高知県
（環境省事業）

2022/2023

2025 2030～

C
O
2
リ
サ
イ
ク
ル

F
T

バ
イ
オ

５～10kg／日

ベンチスケール実証

・触媒改良、量産
・ベンチプラント試運転まで

1,000トン/年

グリーンLPガス技術開発概要

100kg／日

スケールアップ実証

10トン／日

10～100トン規模で
社会実装を目指す

触媒評価 実装検討

社会実装

現地実証

・メタン発酵、触媒実証
・稲わら収集調査

現地実証

実装

実証プラントでの評価

ベンチプラント設計、建設 200～300トン／年

５～10kg／日

ベンチスケール実証

100kg／日

ベンチスケール実証

10トン／日

10～100トン規模で
社会実装を目指す

ベンチスケール実証

事業化に向けた環境整備 実証試験

・グリーンLPガス合成触媒の開発
・事業者、プロジェクトの具体化、事業計画策定

2022/2023

18

・メタン発酵規模最大 5トン/日

・連続試験により触媒性能確認、改良点抽出
・LPガス成分、連産品収率の確認

社会実装

出典：第３回官民検討会資料より抜粋



座 長 ： 橘川 国際大学副学長
事務局 ： 日本LPガス協会 オブザーバー

日協（日本グリーンLPガス推進協議会＊）、全エル協、

古河電工、クボタ、日本ガス石油機器工業会
産

関根教授(早稲田大）、NEDO、産総研学

経済産業省官

検討会メンバー
【日協】 常任理事会社（５社）
【流通】 サイサン、エア・ウォーター
【燃焼機器】 三浦工業
【その他】 日本ガス協会、日本コミュニ
ティーガス協会、JOGMEC、日本自動車
工業会、高圧ガス保安協会、全国ハイヤー・
タクシー連合会 他

2050年カーボンニュートラル社会の実現に向け、グリーンLPガスの社会実装に向けた
ロードマップ作りや品質基準の統一化、トランジション対応策を巡る議論を官民で共有化
し、協議すべく、経済産業省が参加する形での検討会を日協が中心となって設立する。

検討会設⽴の目的

主な検討事項開催月

検討会で今後議論すべき課題や方向性の確認と共有化22年07月第１回

各プロジェクト毎のグリーンLPガス製造開発を巡る技術情報の共有化
（たな卸し）

22年11月第２回

トランジション対応を巡る高効率給湯器の普及促進や
カーボンクレジット利用に向けたワーキンググループの設置

23年0３月第３回

これまでの開催状況

グリーンLPガス推進官民検討会の設置と検討状況について 19

＊日協常任理事会社５社により構成（設立：2021年10月）



備考具体的な方向性検討課題

2030年での家庭部門のCO２削減目標（66％）に
向けた対応

社会実装の具体的な時期や規模等に関する
共通の目標作り

社会実装に向けた
ロードマップ作り

2021年以降の総計ベースでの
CNLPG調達実績を公表

二重計上防止策を巡る自主ルール作りや
名称の統一化等

CNLPG（カーボンオフ
セットLPガス）活用に
向けた課題整理

エコジョーズ設置における
ドレイン排水の雨水扱い化

エコジョーズを始めとする高効率給湯器の普及
促進（JGKA等との連携による燃焼効率の悪い一般
燃焼機器からの切り替え）省エネ機器の普及促進

（トランジション対応）

ハイブリッド給湯器やエネファームの普及促進
新築住宅に対する新たな省エネ性能基準（ZEB・
ZEH）の下でのグリーンLPガスの適合化

現行規格（C3＋プロピレン）
・液石法（JIS) ≧ 80％
・日協ガイドライン ≧ 92％

現行のC3純度を維持しつつ、混合物の具体的な
許容内容を詰める（含DME)

… 保安確保を含めた液石法での諸規制や新名称
の在り方グリーンLPガスの

品質基準作り

・産ガス国、消費国（WLPGA) 等との調整
・海外での研究開発動向のフォロー

・海外を含めた第三者認定の取得
・どの様なものをグリーンLPGと呼称するのか業界
統一ルール（混入比率、CO₂カウント有りか、現物の
みか）

熱需要の多い大口ユーザー（CO２排出工場）や
地方自治体との連携

・オンサイトプロパネーションでのCO２活用
（含、下水処理汚泥施設でのバイオガスの活用）
・SOEC技術の活用、等

低廉かつ安定的な水素
とCO２の調達

LPガス燃料船の導入促進に向けた国内バンカリング体制の確保に向けた検討作業は、日協側で別途実施

官民検討会で協議すべき課題と方向性 20

社会実装に向けた
ロードマップ作り

省エネ機器の普及促進
（トランジション対応）

CNLPG（カーボンオ
フセットLPガス）活用
に向けた課題整理

グリーンLPガスの
品質基準作り

低廉かつ安定的な
水素とCO2の調達



第40回 省エネ小委でのリンナイ説明資料より抜粋

ー － ＝
家庭での
エネルギー

使用

省エネ
（高効率給湯器

や断熱）
創エネ

（太陽光発電） ZERO

高効率給湯器の導入促進を通じZEHへの貢献 21

家庭のCO₂排出量の３分の１は給湯起因によって占められるなかで、ガス機器製造メー

カー等との連携を高め、高効率給湯器のさらなる導入促進や家の断熱性の向上や創エネ化

を進めることにより、ゼロエネルギーハウス（ZEH）への貢献を高めて行く。



出典:(一社)日本ガス石油機器工業会

カーボンニュートラルセミナー(令和５年３月１７日開催)

目的：
・グリーンＬＰガスによる2050年カーボンニュートラル対
応と同時に2030年NDC▲46％(家庭部門 ▲66％)
を達成するために高効率給湯機の普及拡大が必要。

・家庭内CO₂排出量削減では、割合が1/3と一番大きく
占める給湯からの排出量削減が大事。

・国においても、この点を重視した大型支援事業実施を
決定した。

◆ＬＰガス販売事業者様には、
国の支援事業を活用し、ＬＰガスのCO₂排出量削減貢
献と価値を高めることをご理解頂く。

◆消費者の皆様には、
高効率給湯機の環境・生活への貢献を知って頂き、
新設・取り換え時に指定される様周知・浸透を図る。

◆建築事業者様には、
新築・リフォーム時に、省エネ化を進めるうえで高効率
給湯機ご採用が一般的になる様周知・浸透を図る。

◆行政の皆様には、
高効率給湯機は、環境にやさしいだけではなく、レジ
リエンス性も備えたものもあることを知って頂き、
政策に反映される様期待する。

高効率給湯器の周知・広報 22



CNLPGとは？

世界各地の森林保全プロジェクト等でのCO２排出削減効果をVERAやGold Standardなどの
認証機関が認証したカーボンクレジットを活用したもので、ＬＰガスの生産から燃焼に至るまで
の全ての工程で発生する温室効果ガスがカーボンオフセットされたもの。

出典：アストモスエネルギー ホームページより

カーボンクレジットを利用したLPガスのCNへの対応 23

● 日本のＬＰガス元売り会社は2021年6月以降、世界に先駆けてカーボンニュートラル
ＬＰガス（カーボンオフセットLPガス）の輸入を開始

● 輸入元売り大手会社５社(＊）による調達の累計実績は、約１０万トン
＊アストモスエネルギー、ENEOSグローブ、ジクシス、ジャパンガスエナジー、岩谷産業



CNLPGの供給を通じた災害に強い街づくりへの貢献 24

●2019年の台風被害を教訓に、千葉県いすみ市では太陽光と蓄電池ならびにＬＰガス

エンジン発電機などを活用し、市役所や指定避難所である中学校などに電力を

供給する「マイクログリッド」と呼ばれる電力網を構築。

●ＬＰガスについては、カーボンクレジットを用いたCNLPG*を供給することに

よって、環境負荷の軽減に貢献。
＊ 第三者検証機関によるCO₂排出の回避ないしは除去が

認証されたカーボンニュートラルなLPガスの略称

出典：関電工
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H2

CO2

加熱

CO2逆シフト反応︓

冷却

反応器（１） 反応器（２）

ハイブリッド触媒 ︓ メタノール/DME合成触媒
ゼオライト触媒

H2O

H2O

LPガス
・プロパン
・ブタン

ナフサ

ドライガス等

CO2 + H2 → CO + H2O

R S C
CO2逆シフト
コンバーター

メタノール/DME
合成触媒

予熱器

一部メタノール/DME合成反応︓
CO + 2H2 → CH3OH（メタノール）
CO2 + 3H2 → CH3OH + 2H2O
2CH3OH → CH3OCH3（DME) + H2O

メタノール合成反応︓
CO + 2H2 → CH3OH

メタノール→DME合成反応︓
2CH3OH → CH3OCH3（DME) + H2O

DME→プロパン合成反応
3CH3OCH3 → 2C3H6 + 3H2O, C3H6 + H2 → C3H8

DME→ブタン合成反応
2CH3OCH3 → C4H8 + 2H2O, C4H8 + H2 → C4H10

反応 2反応 1

ICL
インタークーラー セパレーター

LPガス合成プロセスの概要

推進協による大型試験装置での実証研究（＠北九州エコタウン）① 26

©2023 日本グリーンLPガス推進協議会



北九州市立大学ひびきのキャンパス

でのベンチプラントによる研究開発

北九州エコタウンでの実証化

（5～10kg／日）

北九大特任教授（東大名誉教授）の藤元先生と
研究助手のDr.ジャムラック

現状 2024年４月～

北九州市⽴大学
ひびきのキャンパス

北九州
エコタウン

北九州市と土地の賃貸借契約締結23年6月

建築申請、高圧ガス申請、設備発注７月

建屋竣工12月

実験設備の据え付け・試験運転完了24年4月

大型実証試験装置の本格稼働開始5月

【今後の概要スケジュール】

北九大から⾞で約20分

27

©2023 日本グリーンLPガス推進協議会

研究棟実験棟

大型実証試験装置を行う実験棟の
完成予想図 （敷地面積：500㎡）

推進協による大型試験装置での実証研究（＠北九州エコタウン）② 27



ご清聴ありがとうございました

日本LPガス協会
https://www.j-lpgas.gr.jp

お問い合わせ先：03-3503-5741
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